
川越市一般競争入札公告  川越市公告契約第２６１号 
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基

づき、次のとおり一般競争入札を公告する。 
令和８年８月２０日 

川越市長  森 田 初 恵   
（公 印 省 略） 

第１ 公告事項（個別） 
１ 入札対象委託 

⑴ 委託名 
川越市古谷公民館ほか４箇所建築設備定期点検業務委託 

⑵ 委託場所 
川越市大字古谷上３８３０番地２ほか４箇所 

⑶ 委託期間 
契約締結日から令和９年３月１９日まで 

 
２ 入札に参加できる者の形態 

単体企業とする。 
 

３ 入札参加資格 
公告事項（共通・委託）に定めるほか、次の要件を満たすこと。 

⑴ 本入札の公告日から落札決定までの期間において、引き続き川越市競争入札参加者の資格等
に関する規程（平成６年告示第３５１号）に基づく令和７・８年度川越市競争入札参加資格者
名簿（以下「名簿」という。）に、建設工事に係る設計・調査・測量の業種として「建築関連コ
ンサルタント」が登載されていること。 

⑵ 本入札の公告日から落札決定までの期間において、引き続き川越市内に本店を有している者
であること。 

⑶ ⑵の本店が⑴の業種を名簿に登載している申請事業所であること。 
⑷ 以下に掲げるいずれかの要件を満たす者であること。 

ア 本入札の公告日から落札決定までの期間において、引き続き建築士法（昭和２５年法律第
２０２号）第２３条第１項の規定による一級建築士事務所の登録を受けていること。 

イ 本入札の公告日から落札決定までの期間において、引き続き建築士法第２３条第１項の規
定による二級建築士事務所の登録を受けていること。 

ウ 「特定建築物調査員資格者証」、「建築設備検査員資格者証」及び「防火設備検査員資格者
証」の全ての交付を受けている有資格者を直接雇用している者であること。なお、交付を受
けている者の人数や資格等の重複については制限を設けない。 

 
４ 落札者の決定方法 

 価格競争により落札者を決定する。 

 
５ 予定価格 

埼玉県電子入札共同システム（以下「電子入札システム」という。）において公表する。 
 

６ 最低制限価格 
  設定する。 

 
７ 設計図書等 

電子入札システムのうち入札情報公開システムにより掲載する。なお、設計図書等は、入札情
報公開システムからダウンロードすることにより配布するものとし、インターネット上では閲覧
しないこと。 

 

８ 設計図書に関する質問・回答 
   設計図書に関しての質問回答は、次のとおり行うものとする。 

⑴ 質問受付 
設計図書に関して質問がある場合は、入札情報公開システムに添付している質問・回答書

（.docx）を使用し、電子入札システムにより提出すること。 
電子入札システムによる質問の題名、説明要求内容及び添付資料には、特定の企業名や個人

名を記入しないこと。 
質問・回答書の形式が異なる場合や、企業名や個人名が特定される場合は、質問を受付けな



い。 
⑵ 受付期間 

令和８年８月２０日（木）午前８時４５分から 
令和８年８月２６日（水）午後１時００分まで 

⑶ 回答日時 
令和８年８月３１日（月）午後１時００分 
質問に対する回答は、上に示す日時までに電子入札システム上で掲示する。 
入札参加者は、質問の提出の有無にかかわらず、電子入札システムに掲載する質問に対する

回答の全ての内容を必ず確認した上で、入札に参加すること。 
また、入札参加者から質問がない場合でも「質問に対する回答」を利用して発注者から入札

参加者へお知らせを掲示することがある。 
 

９ 競争参加資格確認申請書の提出 
入札参加を希望する者は、次に示す期間内に電子入札システムの競争入札参加資格確認申請書

を提出すること。 
令和８年８月２０日（木）午前８時４５分から 
令和８年９月１日（火）午後４時３０分まで 

 
10 入札書の提出 

次に示す期間内に電子入札システムの入札書を提出すること。 

令和８年９月２日（水）午前８時４５分から 
令和８年９月３日（木）午後１時００分まで 

 
11 開札日時 

令和８年９月４日（金）午前１０時３０分 
 

12 入札回数 
１回とする。 

 
 13 落札候補者決定の通知の方法 
   落札候補者の決定は、保留通知書により通知するものとする。 
 

14 入札参加資格等確認資料の提出 
落札候補者とされた者については、次の⑵の書類を電子入札システム又は持参により川越市総

務部契約課に提出しなければならない。 
⑴ 提出期限 

令和８年９月７日（月）午後４時３０分まで 
⑵ 提出書類 

ア 一般競争入札参加資格等確認申請書 
イ 入札参加停止等の措置状況調書 
ウ 配置予定技術者報告書 
エ 配置予定技術者との雇用関係が確認できる書類（一般競争入札参加要領で市が指定するも

の。なお、同書類に保険者番号及び被保険者等記号・番号の記載がある場合は、同記載につ
いてマスキングをすること。） 

オ ３⑷の確認ができる証明書等の写し 
(ｱ) ３⑷ア又はイに該当の場合は建築士事務所登録通知書又は建築士事務所登録証明書の写
し（建築士法の規定による登録を受けていることが確認できるもの。） 

(ｲ) ３⑷ウに該当の場合は有資格者報告書（直接雇用されていることが確認できる書類及び
３⑷ウの要件を満たしていることが確認できる証明書等の写しも併せて提出すること。） 

カ 資本関係・人的関係調書 

キ 市税の納付に係る誓約書兼同意書（川越市指定様式。本市より市税として課されている税
がなくても提出すること。なお、本書が提出できない場合は、本市市税の納税証明等申請書
兼証明書（川越市指定様式で本入札の開札日以降に本市が証明したもの。（写し可））を提出
すること。） 

 
 15 契約の締結の方法 

   本委託は、電子契約（川越市電子契約実施要綱第２条第３号の規定による電子契約をいう。以
下同じ。）により、契約を締結することができるものとする。 



   なお、落札候補者として決定された者が電子契約を希望する場合は、入札参加資格等確認資料
の提出時に「電子契約希望届兼メールアドレス届出書」を提出すること。 

 
16 入札保証金 

免除とする。 
 

17 契約保証金 
免除とする。 

 
18 支払条件 

⑴ 前金払 
なし 

⑵ 部分払 
なし 

 
19 契約条項等 

本委託業務については、川越市建築設計業務標準委託契約約款（以下「川越市委託契約約款」
という。）第３５条、第３６条、第３７条及び第３８条の３は適用しない。 

 
20 問い合わせ先 

公告の内容 総務部契約課 
委託の内容 教育総務部中央公民館 



第２ 公告事項（共通・委託） 
１ 入札執行手続 

この公告による入札は電子入札システムにより行う。 
 

２ 入札執行方法 
事後審査型入札（入札に参加する者に必要な資格の審査を入札執行後に行う方式）により行う。

（電子入札システムにおける呼称は「ダイレクト入札」という。） 
 

３ 入札参加資格 
特に記述のある場合を除き、本入札の公告日から落札決定までの期間において、引き続き名簿

に登載され次の要件を満たすこと。 
⑴ 施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 
⑵ 川越市契約規則（昭和４９年規則第２１号。以下「契約規則」という。）第２条の規定により、

市の一般競争入札に参加することができない者でないこと。 

⑶ 川越市建設工事等の契約に係る入札参加停止等の措置要綱に基づく入札参加停止措置を受け
ていない者であること。 

⑷ 川越市建設工事等暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外措置を受けていない者であるこ
と。 

⑸ 落札後、当該委託に対応する管理技術者を川越市委託契約約款第１１条に従い配置できるこ
と。 

⑹ ⑸により配置する管理技術者は、公告日現在において、入札参加（希望）者と直接的かつ恒
常的な雇用関係にあり、市が指定するそれを証する書類を配置予定技術者報告書に添付できる
者であること。（非常勤役員は恒常的な雇用関係には該当しません。） 

⑺ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申し立てがなされている
者でないこと。ただし、手続き開始決定を受けている者を除く。 

⑻ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申し立てがなされている

者でないこと。ただし、手続き開始決定を受けている者を除く。 
⑼ 本入札に参加する他の入札参加（希望）者との間に、次に示す関係がないこと。 

ア 資本関係 
次のいずれかに該当する２者の場合。ただし、子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）

第２条第３号の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が会社更生法第２条
第７項に規定する更生会社又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社

（以下「更生会社等」という。）である場合を除く。 
(ア) 親会社（会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。以下同じ。）と子会社の関係

にある場合 
(イ) 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

イ 人的関係 
次のいずれかに該当する２者の場合。ただし、（ア）については、会社の一方が更生会社等

である場合を除く。 
(ア) 一方の会社の取締役が、他方の会社の取締役を兼ねている場合 
(イ) 一方の会社の取締役が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第６

４条第２項の規定により選任された管財人を兼ねている場合 
ウ 組合関係 

次に該当する２者の場合。 

(ア) 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）第３条に規定する中小企業等協
同組合（以下「組合」という。）と当該組合の組合員の関係にある場合 

エ その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 
ア、イ及びウと同視し得る特定関係があると認められる場合 

⑽ 本入札に参加を希望する者は、競争参加資格確認申請書の提出までに、電子入札システムで
利用可能な電子証明書を取得し、電子入札システムの利用者登録が完了していること。 

 
４ 契約条項等 

この公告に定めるもののほか、本入札及び契約に関する手続きについては、施行令、契約規則、
川越市電子入札運用基準、川越市建設工事請負等一般競争入札（事後審査型）実施要領、川越市
委託契約約款、川越市競争入札等参加者心得、入札参加資格者の遵守事項、建設工事等の入札に
おける入札金額内訳書の取扱いについて等の定めるところとする。 

 
５ 入札参加資格の有無の確認 



川越市建設工事請負等一般競争入札（事後審査型）実施要領に基づき入札執行後に確認する。 
６ 異議の申立 

入札を行った者は、入札後は契約規則、川越市電子入札運用基準、川越市建設工事請負等一般
競争入札（事後審査型）実施要領、川越市委託契約約款、設計図書、現場等についての不明を理
由として異議を申し立てることができない。 

 
７ その他 
⑴ 本入札の公告日から落札決定までの期間において、名簿に登載されている業種、格付け及び

申請事業所の所在地が、公告事項（個別）の入札参加資格において要件とした事項に該当しな
い者が行った入札は、入札参加資格の審査を行わず無効とする。 

⑵ 提出された書類は返却しない。 
⑶ 発注者が様式を指定した入札金額内訳書（必要事項を記入したもの）を電子入札システムに

入札書提出の際に添付すること。 
⑷ 契約規則第１２条に該当する入札は、無効とする。 

⑸ 入札書に記載する金額は、消費税及び地方消費税の課税業者及び免税業者を問わず、見積も
った金額の１１０分の１００に相当する金額を記載すること。 

⑹ 入札に際して、談合等公正な入札の執行を妨げる行為に関する情報が寄せられた場合等は、
川越市談合情報対応要領による所定の手続等を入札参加資格として付加することがある。 

⑺ 落札者は、確認資料に記載した配置予定技術者を当該委託に配置すること。
 


